
物質依存症の治療ステージ  

治 療   

1．導入期   2．解毒期   
3．リハビリテーション  4．リハビリテーション   

ステー  
ジ  前期   後期   

関連問題・関連障害  急性中毒・離脱症状へ  精神依存への対処  再摂取の危機への対処  

（肝障害、家庭内不和、  物質関連障害の治療  家庭内問題への対処  
対処点            警察沙汰、精神症状  就職   

など）   

病気としての理解  新薬   依存の洞察   断薬の継続  

治療への動機づけ  身体・精神症状の改善  精神の安定化  ストレス対処行動の獲  

目 標  社会生活技能の向上   得  
家族の回復  

生活の安定化   

家族の協力   薬物療法   集団精神療法   断酒会、AA、NA  

家族数育   補液   断；酉会、AA、NA   外来治療  

方 法                    職場・内科医の協力  入院治療   内観療法、行動療法  

抗酒薬  家族療法   

家族環法   

（注）入院治療の場合には、解毒欄とリハビリテーション前期が適応となり、リハビリテーション後期は退院後のアフターケアに相当する。  
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依存症者に対する自助活動の有効性  
0依存症からの回復については、当事者同士脚  
蜘、、依存物質を使貝  
しないよう相互l迎ナあうといった遣勤（自助活動）を続けていくこ  

とが有効であることが知られている 
○自助活動を中核的なプログラムとする自助グループやリハビリ  
施設が、依存症当事者によって作られており、佐壷症からの回復  
片お拉て中揉的な鼠劃皇果ナニしてし＼る、  

三三二二こう、  
リハビリ施設ノ  

＿● ●●◆●  

．・・完㌫ぶ：芯・・．  
’●・．．書こどゐ．．・・◆   

回復した状態の維持  

依存物質  
（アルコール、  

薬物など）  

■  ■  
■■  

再乱用防止■■  

：＝＃＝：：＝＝＝‥：：ごノ  85  I：二：：：：：：  
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・依存症   

一依存症患者の回復のための支援について、医  
療、リハビリ施設、自助グループ等の役割の明確  
化と普及  

－124一   



－125一   



精神科医療機関の機能分化（イメージ）  

■精神科病院、診療所、訪問看護ステーションが  

■患者の身近な地域で提供体制を確保  
■診療所の在宅医療・救急医標への参画を促進   
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西  
陣害者自立支援法改正案  
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相談支援体制の強化  
市町村ごとに取組状況に善がある  

また、地域の支援体制づくりに重要な役割を果たす自立支援協議会の位置付けが法律上不明確。  

→ 地域における相談支援体制の強化を図るため史酬  
置。   

→ 自立支援協議会lこついて、設置の促進や運営の活性化のため、法律上に根拠を設ける。  

※ 市区町村における地域自立支援協議会の設置状況65％。（H20．41現在。20年度中に更に20％が設置予定）  

※ 平成19年12月の与党PT報告書においても、自立支援協議会の法令上の位置付けの明確化について指摘。   

→ 地域移行や地域定着についての相談支援の充実。：緊急時に対応できるサポート体制等）  

支給決定プロセスの見直し等  

（課題）サービス利用計画の作成については、①計画の作成が市町村の支給決定後となっている、②対   

象が限定されている、などの理由からあまり利用されていない。   

→支給決定の前に±ニビス利用計醐考とするよう見直し。   

→ サービス利用計画作成の対象者を大幅に拡大。   
※ 現在のサービス利用計画作成費の対象者は、重度障害者等に限定されており、利用者数は1，920人（H20．4）  

97  
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精神障害者の社会復帰のための支援について   

【精神保健及び精神障害者福祉に関する法律改正関係】  

○ 精神障害者の社会復帰の促進を図るためには、退院に向けた調整等におい   

て、地域の福祉サービス事業者との連携を確保することが重要。   

→ 医療施設の設置者や管理者が、障害福祉サービス事業者、一般相談支  

援事業者等と密接に連携するよう努めること等について、規定する。  

○ また、精神障害者の社会復帰の促進を図るために、入院中から多職種によ   
るチーム医療の下で、退院に向けた支援が行われることが重要。   

→ 精神科病院等の管理者が、当該施設の医師、看護師等による有機的な  
連携の確保に配慮することについて、規定する。  

◆今後の精神保健医療福祉のあり方等に関する検討会中間まとめ平成20年11月20日   

4．入院中から退院までの支援等の充実について  
0 精神障害者げ）地域生活への移行及び地域生活の支援等の施策（ハ推進体制につい   
て制度L位置付けるべき。  
その際、精神保健医療福祉に従事する者について、相引こ連携・協力を図り、精神   
障害者の地域生活への移行や地域生活の支援に取り組む責務を明確化すべき 

精神科救急医療の整備について   

【精神保健及び精神障害者福祉に関する法律改正関係】  

○ 精神障害者の安定した地域生活を支援していくためには、夜間休日の病状  
の急変時等に迅速に対応するための精神科救急医療を提供する体制を、地域   
の実情に応じて充実することが重要。   

→ 都道府県が地域の実情に応じて、精神科救急医療の確保のための必要  
な体制整備を行うことを規定する。  

○ また、精神科救急医療体制の確保のためには、措置診察等の業務を担う  
精神保健指定医を地域において十分に確保することが必要。   

→ 精神保健指定医が、精神科救急医療等の都道府県における精神医療  
体制の確保に協力すべきことについて、規定する。  

※措置診察・・・自傷他菩のおそれのある精神障害者に対して、都道府県知事等の権限で行われる強制的な入院のために必要な診察  

（参考）  

・・平成20年12月の社会保障審議会障害者部会の報告書において、精神保健指定医に   

ついて、措置診察等の業務や精神科救急等の都道府県の精神医療体制の確保に協力   

すべきことを「法律上規定すべき」とされている。  

”自治体や関係団体からも都道府県が中心となって精神科救急医療体制を整備するべ   

きとの意見が寄せられている（  
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精神保健福祉士の養成の在り方等の見直しについて  
【精神保健福祉士法改正関係】  

1．地域生活支援を担う役割の明確化   

精神障害者が地域において安心して自立した生活を送るために  

は、 退院後の地域生活支援を充実することが必要。   
一→ 精神保健福祉士の業務として、地域生活において必要な相談を担う旨を  
明記。  

2．高い専門性の確保   

地域生活への移行の推進や地域生活の支援の充実のためには  

専門職が資質を向上し、嘉い専門性を有することが必要。   
→ 新たに、「医療関係職種以外のサービス関係者との連携」、「資格取得後  
の自己研讃」などについて規定。  

J患考1  

・社会保障審議会でも、精神障害者の地域生活の支援を担うという役割や、資  
格取得後の資質の向上の責務の明確化をすべきとされている。  
・また、「精神保健福祉士の養成の在り方等に関する検討会」においても、同様  
の提言がなされている。  
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